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1.  平成22年3月期第1四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第1四半期 21,788 △37.3 1,114 △50.3 981 △53.8 312 △74.2

21年3月期第1四半期 34,751 ― 2,243 ― 2,126 ― 1,210 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第1四半期 2.75 ―

21年3月期第1四半期 10.70 10.70

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第1四半期 100,456 52,123 51.0 453.15
21年3月期 101,101 50,912 49.5 442.44

（参考） 自己資本   22年3月期第1四半期  51,243百万円 21年3月期  50,036百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 6.00 ― 3.00 9.00
22年3月期 ―

22年3月期 
（予想）

1.50 ― 1.50 3.00

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  無  
平成21年７月29日に公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」の数値から変更はありません。詳細については、同資料をご参照下さい。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期 
連結累計期間

44,200 △37.6 1,800 △61.2 1,550 △63.7 650 △73.8 5.74

通期 90,000 △29.2 3,550 △50.6 3,000 △53.7 1,450 △57.3 12.82



4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
※詳細は６ページ [定性的情報・財務諸表等] ４．その他 （2）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 をご覧
ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

※詳細は６ページ [定性的情報・財務諸表等] ４．その他 （3）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 をご覧く
ださい。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

業績予想については、本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因によって異なる結果となる
可能性があります。詳細は５ページ [定性的情報・財務諸表等] ３．連結業績予想に関する定性的情報 をご覧ください。  

① 会計基準等の改正に伴う変更 無

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第1四半期 120,396,511株 21年3月期  120,396,511株

② 期末自己株式数 22年3月期第1四半期  7,313,804株 21年3月期  7,306,065株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第1四半期 113,085,532株 21年3月期第1四半期 113,116,231株



（参考）平成22年３月期の個別業績予想（平成21年４月１日～平成22年３月31日） 

（％表示は通期は対前期、第２四半期累計期間は対前年同四半期増減率）

 （注）個別業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無 

 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

    １．平成21年７月29日に公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」の数値から変更はありません。詳

細については、同資料をご参照下さい。 

   ２．業績予想については、本資料の発表日現在において入手可能な情報により作成したものであり、実際の業績は

今後様々な要因によって異なる結果となる可能性があります。  

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益  
１株当たり
当期純利益 

  百万円  ％ 百万円 ％ 百万円  ％ 百万円  ％  円 銭 

第２四半期 

累計期間 
    24,000 △29.7 1,050 △61.3 1,500 △48.9 1,000 △46.1 8. 84 

通期     48,000 △26.5  1,650 △63.4  1,800 △59.1  1,150 △56.4 10. 16 



 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界景気の低迷による輸出の減少、失業率の上昇や所得の減少

による個人消費の低迷に加え需要の減少による民間設備投資の急激な落ち込みにより、深刻な経済不振の状況にあり

ます。このような状況の中、当第１四半期は、バルブ事業においては需要の大幅な減少により、国内市場、海外市場

ともに減収となった他、伸銅品事業においても数量、価格ともに大幅な落ち込みをみせた結果、売上高は前年同期比

37.3％減の217億88百万円となりました。損益面では、売上高減少の影響が大きく、固定費の削減に努めましたが、

営業利益は前年同期比50.3％減の11億14百万円、経常利益は同53.8％減の９億81百万円となりました。四半期純利益

は子会社である㈱キッツメタルワークスと京都ブラス㈱の本年７月１日における合併に伴い、京都工場の閉鎖に向け

た特別損失を約２億円計上したことにより、同74.2％減の３億12百万円となりました。 

（事業の種類別セグメント）  

① バルブ事業 

 バルブ事業の外部売上高は、国内向けについては、民間設備投資の減少により建築設備向け、プラント向けとも

に大幅な落ち込みをみせた他、半導体製造装置向けの売上の低迷が続き、また、海外向けにおいても、北米向け、

中東向けは底堅く推移したもののアジア向けが大幅に減少し、前年同期比29.5％減の160億40百万円となりまし

た。営業利益は、売上高の減収が大きく影響したものの、固定費を中心とした原価低減及び諸経費の削減に努め、

前年同期比41.2％減の16億69百万円となりました。 

② 伸銅品事業 

 伸銅品事業の外部売上高は、販売量の大幅な減少に加え、販売価格の下落もあり、前年同期比65.5％減の33億91

百万円となりました。営業利益は、当四半期においては、原材料市況が緩やかな上昇を示したものの比較的変動が

小幅であったことから、前年同期比35.8％減の１億34百万円で黒字を確保しました。 

③ サービスその他の事業 

 サービスその他の事業の外部売上高は、ホテル事業で高速道路通行料の引き下げなどの追い風もあり、また、フ

ィットネス事業でも新店舗開設により増収となり、前年同期比8.0％増の23億56百万円となりましたが、営業利益

は、フィットネス事業における新店舗の開業費用負担などにより、８百万円（前年同期は４百万円の営業損失）に

とどまりました。 

  

 当第１四半期連結会計期間末の資産につきましては、保有有価証券の時価の上昇による増加はありましたが、減収

による売上債権の減少などにより、前連結会計年度末に比べ６億45百万円減少し1,004億56百万円となりました。負

債につきましては、有利子負債の返済を進めた結果、前連結会計年度末に比べ18億56百万円減少し483億32百万円と

なりました。 

 純資産につきましては、当第１四半期の純利益は３億12百万円となり、配当金の支払による繰越利益剰余金の減少

はありましたが、為替換算調整勘定の増加により、前連結会計年度末に比べ12億10百万円増加し521億23百万円とな

りました。 

（キャッシュ・フローの状況） 

  当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比べ５

億64百万円増の108億74百万円となりました。 

 当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次の通りであります。 

① 営業活動によるキャッシュ・フロー 

 税金等調整前四半期純利益が７億33百万円、減価償却費が８億18百万円に加え、売上債権の減少23億81百万円や

仕入債務の増加６億22百万円などにより、営業活動によるキャッシュ・フローは45億92百万円の資金の増加（前年

同期は21億50百万円の増加）となりました。  

 

定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

２．連結財政状態に関する定性的情報



② 投資活動によるキャッシュ・フロー 

 バルブ事業を中心に５億41百万円の設備投資を行うなど、投資活動によるキャッシュ・フローは８億32百万円の

資金の減少（前年同期は10億18百万円の減少）となりました。   

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー 

 長期借入金については、13億20百万円の調達を行う一方、31億10百万円返済し、短期借入金についても純額で11

億75百万円の返済を行った結果、財務活動によるキャッシュ・フローは33億58百万円の資金の減少（前年同期は13

億29百万円の減少）となりました。  

（注）1.  当社では短期の運転資金需要の発生に備え、当社取引銀行によるシンジケート団との間で総額80億円の短

期借入金に関するコミットメントライン契約を締結しております。当第１四半期連結会計期間末における

当該借入金の残高はありません。  

2.  当社は、平成20年９月26日に200億円を限度とする社債の発行登録を行いました。  

  

  

 第１四半期の業績を勘案し、平成21年５月14日に公表いたしました単体及び連結の第２四半期累計期間と通期の業

績予想を修正いたしました。なお、当該予想数値の修正に関する事項は、平成21年７月29日公表の「業績予想の修正

に関するお知らせ」をご参照ください。  

  

３．連結業績予想に関する定性的情報



  

 該当事項はありません。  

  

  

（簡便な会計処理）  

  

        （四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理） 

  

  

（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更） 

   

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日  
 至 平成21年６月30日） 

１．棚卸資産の評価方法 

当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚卸高を基

礎として合理的な方法により算定する方法によっている。   

２．繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況

に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末において使用した将来の業績予測やタックス・プランニ

ングを利用する方法により算定している。 

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

税金費用の計算  

税金費用については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算している。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて

表示している。 

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

当第１四半期連結会計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更 

 在外子会社の収益及び費用の換算方法の変更 

在外子会社の収益及び費用は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間より、当該子会社の決算日の直物為替

相場により円貨に換算する方法から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更したため、前第１四半期連結

会計期間と当第１四半期連結会計期間で在外子会社の収益及び費用の換算方法が異なっている。なお、これによ

る前第１四半期連結会計期間に与える影響は軽微である。 セグメントに与える影響は、当該箇所に記載してい

る。 



５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 10,874 10,309

受取手形及び売掛金 21,734 23,942

商品及び製品 6,028 5,411

仕掛品 3,145 3,227

原材料及び貯蔵品 5,576 5,861

その他 2,590 2,331

貸倒引当金 △55 △53

流動資産合計 49,894 51,030

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 14,264 14,279

土地 11,384 11,345

その他（純額） 13,154 13,340

有形固定資産合計 38,803 38,965

無形固定資産 615 623

投資その他の資産 11,143 10,482

固定資産合計 50,561 50,071

資産合計 100,456 101,101

負債の部   

流動負債   

買掛金 4,155 3,383

1年内償還予定の社債 2,738 2,738

短期借入金 1,336 2,474

1年内返済予定の長期借入金 10,448 12,505

未払法人税等 692 496

賞与引当金 1,981 1,402

役員賞与引当金 55 61

その他 4,315 4,650

流動負債合計 25,723 27,712

固定負債   

社債 8,454 8,504

長期借入金 9,904 9,638

退職給付引当金 325 337

役員退職慰労引当金 395 391

その他 3,529 3,605

固定負債合計 22,609 22,476

負債合計 48,332 50,189



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 21,207 21,207

資本剰余金 9,430 9,430

利益剰余金 24,201 24,228

自己株式 △2,412 △2,409

株主資本合計 52,426 52,456

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,049 505

為替換算調整勘定 △2,233 △2,925

評価・換算差額等合計 △1,183 △2,420

少数株主持分 880 876

純資産合計 52,123 50,912

負債純資産合計 100,456 101,101



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

売上高 34,751 21,788

売上原価 27,456 16,343

売上総利益 7,294 5,445

販売費及び一般管理費 5,050 4,330

営業利益 2,243 1,114

営業外収益   

受取利息 8 6

受取配当金 79 62

為替差益 56 －

その他 70 85

営業外収益合計 213 153

営業外費用   

支払利息 172 172

売上割引 84 66

為替差損 － 6

その他 74 40

営業外費用合計 331 286

経常利益 2,126 981

特別利益   

有形固定資産売却益 1 1

その他 0 0

特別利益合計 1 1

特別損失   

有形固定資産除売却損 12 5

退職特別加算金 － 201

その他 0 42

特別損失合計 13 249

税金等調整前四半期純利益 2,114 733

法人税等 908 426

少数株主損失（△） △5 △4

四半期純利益 1,210 312



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,114 733

減価償却費 857 818

賞与引当金の増減額（△は減少） 868 576

退職給付引当金の増減額（△は減少） △62 2

受取利息及び受取配当金 △87 △68

支払利息 172 172

売上債権の増減額（△は増加） △325 2,381

たな卸資産の増減額（△は増加） △80 44

その他の流動資産の増減額（△は増加） △93 23

仕入債務の増減額（△は減少） 274 622

その他の流動負債の増減額（△は減少） 214 △209

その他 89 △26

小計 3,940 5,071

利息及び配当金の受取額 85 43

利息の支払額 △202 △205

法人税等の支払額 △1,673 △316

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,150 4,592

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △987 △541

有形固定資産の売却による収入 6 0

投資有価証券の取得による支出 △10 △6

その他 △27 △285

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,018 △832

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 767 △1,175

長期借入れによる収入 150 1,320

長期借入金の返済による支出 △1,361 △3,110

社債の償還による支出 － △50

配当金の支払額 △904 △339

その他 19 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,329 △3,358

現金及び現金同等物に係る換算差額 △112 164

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △310 564

現金及び現金同等物の期首残高 5,069 10,309

現金及び現金同等物の四半期末残高 4,759 10,874



 該当事項はありません。 

  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  

（注） １．事業区分の方法及び各区分に属する主要な製品等の名称 

(1）当社の事業区分は、製品系列及び事業の業態により行っている。 

(2）各事業区分の主要な製品又は事業の内容 

２．会計処理の方法の変更 

（前第１四半期連結累計期間）  

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、バルブ事業

で402百万円、伸銅品事業で31百万円減少している。  

（当第１四半期連結累計期間）  

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益

及び費用は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間より、当該子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算する方法から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更したため、前第１四半期連結会計

期間と当第１四半期連結会計期間で在外子会社の収益及び費用の換算方法が異なっている。なお、これに

よる前第１四半期連結会計期間に与える影響は軽微である。 

  

３．追加情報 

（前第１四半期連結累計期間）  

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を12～13年としていたが、当

第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、７～12年に変更している。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、バルブ事業で１百万円、伸銅品事業で36

百万円、サービスその他の事業で０百万円それぞれ減少している。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

〔事業の種類別セグメント情報〕

  
バルブ事業
（百万円） 

伸銅品事業
（百万円） 

サービスそ
の他の事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  22,741  9,828  2,180  34,751  －  34,751

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 124  1,068  5  1,199 (1,199)  －

計  22,866  10,897  2,186  35,950 (1,199)  34,751

営業利益又は営業損失（△）  2,836  210  △4  3,042 (798)  2,243

  
バルブ事業
（百万円） 

伸銅品事業
（百万円） 

サービスそ
の他の事業 
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全
社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  16,040  3,391  2,356  21,788  －  21,788

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 23  355  4  383 (383)  －

計  16,064  3,746  2,361  22,172 (383)  21,788

営業利益  1,669  134  8  1,812 (697)  1,114

事業区分 主要製品又は事業名 

バルブ事業 青銅バルブ、鉄鋼バルブ、その他バルブ関連製品、濾過関連製品 

伸銅品事業 伸銅品、伸銅加工品 

サービスその他の事業 ホテル及びレストラン事業、フィットネスクラブ、ガラス工芸品の販売 



  

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米  ……… 米国 

(2）アジア ……… 台湾、タイ、中国 

(3）ヨーロッパ ……… スペイン 

３．会計処理の方法の変更 

（前第１四半期連結累計期間） 

当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７

月５日）を適用している。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で406

百万円、北米で０百万円、アジアで26百万円それぞれ減少している。 

（当第１四半期連結累計期間）  

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益

及び費用は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間より、当該子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算する方法から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更したため、前第１四半期連結会計

期間と当第１四半期連結会計期間で在外子会社の収益及び費用の換算方法が異なっている。なお、これに

よる前第１四半期連結会計期間に与える影響は軽微である。 

  

４．追加情報 

（前第１四半期連結累計期間） 

当社及び国内連結子会社の機械装置の耐用年数については、従来、耐用年数を12～13年としていたが、当

第１四半期連結会計期間より、法人税法の改正を契機として見直しを行い、７～12年に変更している。こ

の変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、営業利益が、日本で38百万円減少している。 

〔所在地別セグメント情報〕

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 30,333 1,703 2,273 440  34,751  － 34,751

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 992 0 3,271 99  4,363 (4,363) －

計  31,326 1,703 5,545 540  39,115 (4,363) 34,751

営業利益  2,363 217 390 34  3,006 (762) 2,243

  
日本 

（百万円） 
北米

（百万円）
アジア

（百万円）
ヨーロッパ
（百万円）

計
（百万円） 

消去又は
全社 
（百万円） 

連結
（百万円）

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
 18,594 1,844 958 391  21,788  － 21,788

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 328 0 2,313 43  2,686 (2,686) －

計  18,923 1,844 3,272 435  24,474 (2,686) 21,788

営業利益  1,367 205 373 39  1,985 (870) 1,114



   

前第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年６月30日） 

  

（注） １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

  

２．各区分に属する主な国又は地域の内訳は次の通りである。 

(1）北米  … 米国、カナダ 

(2）アジア … 台湾、中国、タイ、インドネシア、シンガポール、マレーシア他 

(3）その他 … ヨーロッパ、中東、オセアニア他 

  

３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高（連結会社間の内部売上高を除

く）である。 

４．会計処理の方法の変更  

（当第１四半期連結累計期間）  

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、在外子会社の収益

及び費用は、前連結会計年度の第４四半期連結会計期間より、当該子会社の決算日の直物為替相場により

円貨に換算する方法から期中平均相場により円貨に換算する方法に変更したため、前第１四半期連結会計

期間と当第１四半期連結会計期間で在外子会社の収益及び費用の換算方法が異なっている。なお、これに

よる前第１四半期連結会計期間に与える影響は軽微である。 

  

 該当事項はありません。 

   

 該当事項はありません。  

  

  

〔海外売上高〕

  北米 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円）  1,973  3,450  1,248  6,672

Ⅱ．連結売上高（百万円）  －  －  －  34,751

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  5.7  9.9  3.6  19.2

  北米 アジア その他 計

Ⅰ．海外売上高（百万円）  2,036  1,280  1,249  4,566

Ⅱ．連結売上高（百万円）  －  －  －  21,788

Ⅲ．連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  9.3  6.0  5.7  21.0

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報


	㈱キッツ（6498）平成22年３月期　第１四半期決算短信: ㈱キッツ（6498）平成22年３月期　第１四半期決算短信
	- 1 -: - 1 -
	- 2 -: - 2 -
	- 3 -: - 3 -
	- 4 -: - 4 -
	- 5 -: - 5 -
	- 6 -: - 6 -
	- 7 -: - 7 -
	- 8 -: - 8 -
	- 9 -: - 9 -
	- 10 -: - 10 -
	- 11 -: - 11 -
	- 12 -: - 12 -
	- 13 -: - 13 -


